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概 要  
破壊的イノベーションに関わるこれまでの研究は、既存技術が新規技術に置き換わることを前提と
して議論がなされてきた。すなわち既存技術が保有する価値は技術の進化に伴い新規技術に代替され、
既存技術はその価値を失うことを前提としていた。しかしながら社会的な要請により市場変化が生じた
場合の技術転換においては、既存技術が優れた価値を保有し続けているにも関わらず競争優位性が損な
われるもしくは社会から拒絶される状況が生じ得る。本研究は、社会的要請に適応する新規事業に対応
しながら、同時に企業が保有する技術を活かして顧客ニーズのある既存事業と両立させるにはどのよう
に振舞うべきか、という命題に対して探索的に分析を行うものである。  
本稿は、上記の命題を明らかにするために富士ゼロックスが取り組んできたペーパーレスオフィス
への対応事例を取り上げる。事例において、既存技術である紙ドキュメントが価値を保有し続けている
にも関わらず、ペーパーレス化への社会的要請によって競争優位性が損なわれる可能性があった。当時
デジタル化の浸透とともに紙ドキュメントは役割を終了し、ペーパーレスオフィスが実現すると言われ
ていた。しかし富士ゼロックスは、独自に紙の研究を進めることで紙は電子にはない独自の価値がある
ことを見極めていた。そこで同社は、紙・電子ドキュメントを統合したサービスへと発展させて両方の
価値を提供可能とすることで、社会的要請に応えながら同時に競争優位性を築いてきた。  
企業の技術転換において、一見これまでの研究と同様に既存技術が新規技術によって置き換えられ
ると思われながら、実際には既存技術の価値が失われずに生き残る場合があり得る。上記の富士ゼロッ
クスの事例で、もし既存技術を捨てて新規技術に転換していたら現在の競争優位性は得られなかったで
あろう。そのため、社会的要請に基づく市場変化に際して、企業は既存技術が保有する価値を見極めて
対応する必要がある。本研究の事例で、既存技術はその価値を保有し続け、社会的要請に対しては新規
技術が補完することで、既存技術と新規技術は共存していた。  
企業は、既存技術が価値を保有し続けて新規技術に代替されないと判断できる場合には、新旧両方
の技術を同時に提供することが解決策となり得る。そして、競争優位性の高い既存技術に、社会的要請
を満たす新規技術を組み合わせることで顧客は両方の技術から選択することが可能となる。また企業は、
新規技術を積極的に導入することで優良企業であると見なされ得る。結果として、顧客は既存技術が保
有する独自の価値を享受することが可能となり、従って企業は収益を上げることができる。  
本研究において、社会的要請に基づく市場変化に際して、新旧技術の共存により顧客に判断を委ね
て社会的要請に応えながら、同時に既存技術を活かして優れた価値を提供することで競争を優位に展開
することが可能となる、という結論を得た。  
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1. はじめに 
 企業は、環境保護といった社会的な要請によって経済活動に制約が設けられること
がある (1,2)。そして企業が競争優位性の高い優れた技術を保有していたとしても、また
その技術がもたらす価値が高いままであったとしても、社会的な要請から技術の転換
が求められることがある。本稿は、社会的な要請による市場変化に際して、競争優位
を築いた企業の新市場における価値の創造について論じたものである。 
企業の生き残りにまつわる歴史は、競合企業との間のイノベーションをめぐる闘い
であったといっても過言ではない (3,4)。イノベーションには、過去の技術資源の価値を
維持する「持続的」なものと、価値を失う「破壊的」なものがあり（Abernathy and Clark, 
1985）、破壊的なイノベーションでは、企業が保有する技術の価値が失われるばかり
か、既存市場での成功がむしろマイナスに寄与し得る（Christensen, 1997）。その際、
新市場の探索を行う組織を既存の組織から分離することが有効であるが、この場合、
競争優位を得るために保有する資源を如何に活用するかが新たな課題となる。これに
対し、企業が保有資源を活用することの有用性について研究がなされてきた（魏, 2001; 
長内, 2009）。そして既存技術から新規技術への技術転換において併存期間があること
に着目し、その併存期間において既存技術を活用し競争優位を得ることが可能である
ことが指摘されている（山口, 2007; 一小路, 2017）。 
一方、経済活動と環境に対する経済学の視点から、市場メカニズムに任せるだけで
は望ましい経済成長と環境の持続性を同時に達成できないことが示されており、市場
に任せる以外の手段を講じる必要が指摘されている（塩澤・大滝・檀原, 2010）。また
同時に、企業が取り組むべき課題として、社会全体の利益のために資源・エネルギー・
生態系といった環境との間で調和することが指摘され（三上, 1982）、企業は、顧客に
受け入れられる環境配慮型製品をつくることで、社会的要請に適応して製品の価値を
向上させることが可能となる（野田, 2000）。これらの議論は、技術的に優れた製品で
あっても社会的要請に応えられなければ競争優位性が得られないことを意味し、更に
要請が強い場合には、社会的に受け入れられないことさえあり得ることを意味する。
そこで企業は、社会的な要請によって市場変化が生じた場合はその要請に応じた技術
転換が求められる。 
破壊的イノベーションに関わるこれまでの研究は、既存技術が新規技術に置き換わ
ることを前提として議論がなされてきた。しかし社会的な要請から市場変化が生じた
場合の技術転換においては、既存技術が優れた価値を保有していたとしても競争優位
性が損なわれるかもしくは社会から拒絶される状況が生じ得る。企業が優れた技術を
保有し続けているにも関わらず、社会的要請によって技術転換が求められる場合に、
新市場における価値の創造に対してどのように向き合えば良いのか。 
本研究は、ドキュメント企業である富士ゼロックスが取り組んできたペーパーレス
オフィスへの対応事例をもとに、社会的要請に応じる新規事業に対応しながら、同時
に企業が保有する技術を活かして、顧客ニーズのある既存事業と両立させるにはどの
ように振舞うべきか、という命題に対して探索的に分析を行うものである。 
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2. 先行研究 
2.1 イノベーションと技術転換 
Abernathy and Clark（1985）は、イノベーションが企業に及ぼす影響について分析
し、自動車産業におけるフォードの開発事例を示して、技術および市場の２つの側面
に対してイノベーションが持続的か破壊的かを区分し４つのタイプに分類し、タイプ
に応じて経営の在り方を変えるべきであることを示した。この研究は、既存の企業が
保有する資源がイノベーションのタイプによって競争力に与える影響、すなわち資源
の価値を失うものであるのか維持するものであるのかを示し、イノベーションが破壊
的である場合には既存企業が保有する技術の価値が失われることを指摘している。 
Christensen（1997）は、ハードディスク産業における破壊的イノベーションの事例
を通じて、既存の製品を扱い同分野で先行した企業は、技術進歩や市場構造の破壊的
な変化に直面することによって既存市場で培った競争優位性を失い、後続企業が扱う
新規技術の製品が選択され得ることを示した。既存企業は、優良企業であるがゆえに
顧客の需要を把握して新規技術の重要性を理解していたとしても、新規技術の製品が
登場し既存製品よりも性能が劣っている当初の状況においては、破壊的技術に資源を
集中させることは困難であり、新規技術への集中に必然性が生じる終末には後続企業
の躍進により既に手遅れになっているというものである。この研究から言えることは、
新市場への移行に際して既存市場における企業の成功がむしろマイナスに寄与し得る
ということである。 
更に Christensen（1997）は、既存企業の対応として、破壊的技術の開発を新市場の
顧客に対応した新たな組織を設けてその組織に任せることによって、新市場への対応
が可能となることを指摘している。その際には組織を小規模なものとし最小の資源で
早い段階から行動し、多少の失敗を許容して修正しながら推進していくことが肝要で
あるとしている。これは新市場の探索を行う組織を、既に事業的に成功している既存
の組織から分離することを意味しており、この場合、既存組織から新組織を遠ざける
ことで、既存企業の優位性を新市場の探索に活かすことが困難になる。そこで、既存
企業にとっては、新市場における競争優位性を確保するために保有する資源を如何に
活用するかが新たな課題となる。 
 
2.2 技術転換における既存資源の活用 
魏（2001）はパーソナル・コンピュータの開発事例から、既存技術のデスクトップ・
パソコンの開発資源を新規事業のラップトップ・パソコン事業に移動することにより、
新市場に向けて既存資源を活用する開発プロセスを示している。この研究は、既存の
開発部門から分離された新規開発部門に、資源の移動を企業組織全体に行うことで、
既存資源を新規事業に活用し得ることを示した。また、長内（2009）は、台湾企業の
液晶テレビの開発事例により、技術開発・製品開発プロセスを通じた顧客ニーズとの
調整に対して、上流の技術開発プロセスと下流の製品開発プロセスを分離した組織を
想定し、技術開発プロセスを新旧製品に共通の組織としながら、製品開発プロセスを
新旧製品で分離した組織とすることで、新製品の開発に技術開発プロセスで既存資源
を活用し得ることを示した。そして将来の不確実性から、顧客ニーズの特定が困難で
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ある場合に、複数の製品を並行開発することで将来の不確実性に対するリスクを低減
できることを指摘している。このように、魏（2001）及び長内（2009）は、既存技術
から新規技術への技術転換において、新規事業の組織を分離して既存事業からのマイ
ナスの影響を減らしながら、同時に既存組織の資源を活用することは可能であること
を指摘している。 
山口（2007）は、二次電池産業におけるリチウムイオン電池の事業化の事例から、
既存技術から新規技術への技術転換において、初期時点での技術の移行状況が最終的
な競争地位を保証するものではなく、早い段階での移行がむしろ失敗を招く可能性が
あることを示した。一部の企業が既存技術の事業活動や研究開発活動を継続すること
で既存技術の性能・価格比が事前の予測よりも改善し、その企業が既存技術での成功
を活かすことで新規技術の競争においても優位になり得るというものである。また、
一小路（2017）は、同じく新旧技術の転換において、日本のアニメーション産業にお
ける 3DCG と手描きのハイブリッド製品開発の事例から、既存技術と新規技術の両方
を備えたハイブリッド製品を規定し、その開発マネジメントに関して、ハイブリッド
技術構造の構築、技術者間融和という二つの課題をいかに克服するかという観点から
分析を行った。その結果から、新旧技術者がそれぞれの適性に基づいた役割に貢献す
ることによりハイブリッド製品の開発を実現していることを示した。山口（2007）と
一小路（2017）は何れも、既存技術から新規技術への技術転換に併存期間があること
に着目し、その併存期間において既存技術を活用することの有用性を指摘している。 
一方、延岡（2006）は、これまで日本の製造業が重視してきた製品の機能から生じ
る機能的価値の対比として、感性や情緒によってもたらされる価値を意味的価値とし
て規定し、それらの価値の概念的な議論を進めた。具体的には、意味的価値を内向き
の価値（こだわり価値）と、外向きの価値（自己表現価値）に分けて定義し、製品の
コモディティ化を回避するためには、意味的価値を創造するための組織能力を構築し、
ものづくりを通じて意味的価値を創造することの重要性について指摘している。また、
延岡（2008）は、意味的価値に焦点をあてて価値創造を実現するためのマネジメント
について論じ、消費財と生産材のそれぞれの材における価値創造の方策を示している。
このように延岡（2006, 2008）は、機能的価値の対比として意味的価値を規定し、もの
づくりを通じて、機能的だけでなく意味的価値を創造する「価値づくり」の重要性を
指摘している。 
長内（2013）は、２社の MP3 プレーヤー製品の比較として、ソニーのウォークマン
とアップルの iPod を比較した事例から、製品が持つ感性的で情緒的な価値に評価軸
（価値次元）が移行するような状況では、既存の価値次元で成功を収めた企業ほど、
新たな価値次元の存在や顧客の価値次元の移行に気づきながらも、企業は既存の価値
次元からの脱却が図りにくいことを示した。更に、長内（2019）は、ソニーが開発し
たビデオサーバー製品の導入失敗の事例を通じて、破壊的イノベーションが発生した
場合であっても、既存の評価軸での機能・性能が重要視される場合があることを示し
ている。すなわち、新しい価値次元での評価が浸透していない時期においては、製品
の総合的な評価は既存の類似製品の機能・性能によって行われ、既存技術が提供する
価値次元での評価が重視されるのである。よって、既存技術にとらわれすぎると製品
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コンセプトの先鋭化が行えない一方で、市場で新しい製品コンセプトが十分に理解さ
れていない状況では新規のコンセプトの実現に技術資源を傾けすぎることがないよう
にすべきであることを主張している。このことから、新旧技術の転換に際して、既存
技術と新規技術が実現するそれぞれの製品コンセプト間のバランスをうまくとる必要
があることを指摘している。 
 
2.3 社会的要請に基づく技術転換 
 塩澤・大滝・檀原（2010）は、経済活動と環境との関係について経済学の視点から、
経済成長と環境の水準維持とが両立可能であるか検討を行った。本研究は、Samuelson
のモデル (5)を基に Diamond によって拡張 (6)された重複世代モデルに対して、環境財（財
としての環境。環境財の消費量が環境の質であると解釈される）を導入してモデルを
構築して分析を行うことで、市場機構では経済成長と環境の持続性を同時に達成でき
ないことを示した。特に経済が動学的に効率的という条件のもと、市場における自発
的な環境保全活動の水準は最適より過少になるとしている。そして、市場メカニズム
に任せるだけでは望ましい経済成長、及び、環境水準を達成することは不可能であり、
市場に任せる以外の手段を講じる必要があることを指摘している。 
一方、三上（1982）は、企業が取り組むべき課題として、単に消費者の満足を提供
するだけの従来の活動ではなく、社会全体の利益、すなわち資源・エネルギー・生態
系といった環境との間で調和しながら、同時に企業としての適正な利潤を確保するこ
との重要性を、マーケティング戦略の視点から指摘している。これに対し野田（2000）
は、社会の環境意識が購入・消費行動に結びついていない現状に鑑み、一般消費者に
対して環境に配慮した行動を普及させるには、メーカーが消費者に受け入れられる環
境配慮型製品をつくることが肝要であるとしている。そして、遠心力洗濯機・ポータ
ブル MD プレーヤー・掃除機・腕時計・シャワーヘッドの事例を示し、財本来のニー
ズと環境配慮を両立する製品コンセプトを中核に据えて製品開発を行い、消費者が理
解できるように伝えることで競争差別化になり得るとしている。環境配慮型製品が得
られる価値は、製品の機能・性能で測れるものではなく、消費者の感性や情緒によっ
てもたらされる価値であり、意味的価値の一つであると言える。 
野田（2000）の指摘は、企業は環境配慮という社会的要請に適応することで、製品
の価値を向上させることが可能であることを示している。このことは、社会的要請に
適応する製品は、要請に適応しない他の製品に比べて製品自体の機能・性能が同等、
もしくは劣っていたとしても受容されることを意味する。逆に捉えると、機能・性能
が優れた製品であっても、社会的要請に応えられない場合には競争優位を得られない
ことを示唆する。更に要請が強い場合には、塩澤・大滝・檀原（2010）によって指摘
されるように、市場メカニズムを通さずに国の規制等を通して、既存の製品が社会的
に受け入れられないことさえあり得る。そこで企業は、社会的要請によって市場変化
が生じた場合は、その要請に応じた技術転換が求められる。 
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３．本研究の命題と分析方法 
破壊的イノベーションに関わるこれまでの研究は、既存技術が新規技術に置き換わ
ることを前提として議論がなされてきた。すなわち既存技術が保有する価値は技術の
進化に伴い新規技術に代替され、既存技術はその価値を失うことを前提としていた。
しかしながら社会的な要請により市場変化が生じた場合の技術転換においては、既存
技術が優れた価値を保有し続けているにも関わらず、競争優位が損なわれるもしくは
社会から拒絶される状況が生じ得る。これまでの研究においては、新規技術は、既存
技術よりも何らかの評価軸において優れており、顧客ニーズが顕在化していることが
前提であった。しかし、環境保護などの社会的要請から求められる技術や事業に対し
ては、企業は、要請に適応するために顧客ニーズの有無に関わらず取り組まなければ
ならない。 
企業が優れた技術を保有し続けているにも関わらず、社会的要請によって技術転換
が求められる場合に、新市場における価値の創造に対してどのように向き合えば良い
のか。本研究は、社会的要請に適応する新規事業に対応しながら、同時に企業が保有
する技術を活かして、顧客ニーズのある既存事業と両立させるにはどのように振舞う
べきか、という命題に対して探索的に分析を行うものである。 
本稿は、上記の命題を明らかにするために、富士ゼロックスが取り組んできたペー
パーレスオフィスへの対応事例を取り上げる。本事例研究にあたって、同社の社史や、
一般に公開されたネット情報・雑誌記事などの２次データを参照して、同社及び同社
との歴史的な繋がりが深い米国ゼロックスにおけるドキュメント技術への取り組みに
ついて分析を行った。また、紙・電子ドキュメントの価値を整理することを目的に、
富士ゼロックス社員に対して聞き取り調査を行った。 
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４．事例研究 
紙の使用は、ゼログラフィ技術が発明され複写機が一般企業にまで普及したことで
増加した。その後コンピュータの出現により、紙は無くなるものとしてペーパーレス
オフィスが予言された (7,8)。そして現在、コンピュータが普及してビジネスにデジタル
が浸透しているにも関わらず、ペーパーレスオフィスは実現していない。 
 本章では、ドキュメント企業である富士ゼロックス及び米国ゼロックス社の活動を
取り上げ、既存技術で作成される紙ドキュメントと、新規技術で扱われる電子ドキュ
メントの対比を行うことによってで、社会的な要請からペーパーレス化が求められた
際の企業の振舞いについて記載する(9-11)。これにより、社会的要請に応じながら企業
が保有する技術を活かして競争を優位に展開するにはどのように振舞うべきか、とい
う命題に対して分析を行っていく。 
4.1 ペーパーレスオフィスの神話 
紙の使用は、ゼログラフィ技術が発明され複写機が一般企業にまで普及したことで
増加した。その後、コンピュータの出現によりオフィスのデジタル化が浸透し、紙は
無くなるものとしてペーパーレスオフィスが予言された (7)。 
「1975 年のビジネスウィーク誌の記事「The Office of Future」に、米国ゼロックス・
パロアルト研究所の所長ジョージ・ペイク氏の発言として下記が記載された。 
『ペイク氏は、1995 年に、彼のオフィスは一変するだろう、そこには机にセットされ
たキーボード付きの TV ディスプレイ端末（コンピュータ端末）があるだろう、と言っ
ている。 
「私は、私のファイルからスクリーン上に、あるいはボタンひとつで文書を呼び出す
ことができる」「私はメールあるいはどんなメッセージでも受け取ることができる。
（その時）この世で私が必要なハードコピー［印刷物］がどれくらいになるか私には
わからない。」』 
これはジョージ・ペイク氏個人が未来のオフィスを展望するという企画であり、紙
とタイプライターの終焉を暗示するものであった。」 
（出所：石井幸雄. Abigail J. Sellen; Richard HR Harper 著「ペーパーレスオフィスの
神話: なぜオフィスは紙であふれているのか? 」 (8)） 
 上記ペーパーレスオフィスの予言は、コンピュータの出現に伴って米国ゼロックス
のペイク氏がコメントしたものであるとされているが、実際のところペーパーレスの
概念は、その起源が明らかにされていない。そして 1975 年のビジネスウィーク誌より
以前から、紙を使用する古くからの仕事のやり方に代わる新しい技術のアイデアが、
発明家らによって述べられている (7)。紙の歴史は古く人々の生活に密接に関わってきた
がゆえに、紙に代わる新しい技術についての議論がなされてきた。その後、コンピュ
ータの普及によりオフィスのデジタル化が促進されたことで、ペーパーレスオフィス
が現実のものとして捉えられるようになった。 
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4.2 ドキュメント技術の誕生 
ゼロックス社は、チェスター  F. カールソンによって発明されたゼログラフィ技術
を実用化し、紙上の文字・図柄の複写を可能する事務用の複写機の販売を開始した (9)。
その後、世界展開に際して富士写真フイルム（現富士フイルム）との合弁企業である
富士ゼロックスを設立するなど、ゼロックス社は、富士ゼロックスが受け持つアジア・
パシフィック地域を含むワールドワイドに事業を展開していく。一方、ゼロックス社
のパロアルト研究所では、現在のパーソナル・コンピュータの原型となる Graphical 
User Interface（GUI）を搭載したコンピュータを開発し、デジタル技術の促進に貢献
していく。このようにゼロックス社は、オフィス向けの複写機の開発と普及に加えて、
コンピュータ開発によるデジタル化の促進により、ドキュメント技術の誕生から実用
化に貢献していく。 
4.2.1 ゼログラフィ技術の発明と実用化 
チェスター  F. カールソンは、ゼロックス複写機の基本技術を発明した (9)。以下に、
カールソンによる発明の様子を記載する（図 1、図 2）。 
「電気・電子部品メーカーに勤めて特許申請の仕事に就いたカールソンは、申請に
必要な図面と仕様書の手作業での複写に苦労する。写真撮影による従来の複写方式は
高価で時間がかかり、実務にはそぐわなかった。もともと新技術発明に関心のあった
カールソンは、独学でより簡便な複写機の研究に取り組んだ。文献を読みあさり、1934
年からは自分のアパートの台所に化学薬品、フラスコなどをもち込み実験に打ち込ん
だ。物理学部卒のカールソンは、複写には光に関する原理が関係すると想定して文献
研究を進め、電子写真法のアイデアにたどりつく。（中略） 
1937 年には、電子写真法についての最初の特許を申請。1938 年 10 月 22 日、ついに
ガラス板に書いた文字「10.－22.－38」 と「ASTORIA*」を、硫黄を塗った金属板から
ワックスを塗った紙に複写する実験に成功する。研究に取り組んで 4 年目、独力でた
どりついた第一歩であった。」（出所：「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ） 
 *) ASTORIA: カールソンが実験に成功した町の名称。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 ゼログラフィ技術による最初の複写 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
図 2 チェスター F. カールソン 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
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 その後、ゼロックス社は、カールソンによるゼログラフィ技術の基本発明を実用化
し、オフィス向けの複写機として製品を開発し事業展開していくこととなる（以下、
「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9)より）。 
ハロイド社（ゼロックス社の前身）は、カールソンが発明した複写技術（ゼログラ
フィ技術）への助成を行い研究開発が進められる。その結果ハロイド社は 1949 年に、
ゼログラフィ技術を用いた最初の複写機「Xerox Model A Copier」を発売した。当初
のモデルは、軽印刷向けの機械であった。その後も研究開発費や人材を投入し続け、
1960 年に事務用複写機「Xerox 914」が発売された（図 3）。「Xerox 914」は、事務用
途に求められる特性として、操作の手軽さや普通紙への適性を保有しており、急速に
市場に受け入れられていった。 
 ゼロックス社は、「Xerox 914」の世界展開
にあたり英国ランク社との合弁会社ランク・
ゼロックスを設立、当初は欧州を中心に事業
を拡げた。日本市場に対しては、富士フイル
ム社とランク・ゼロックス社が交渉を行い、
1962 年に両社 50%の折半出資による合弁会社、
富士ゼロックスが設立された。その後、富士
ゼロックスは日本市場でゼロックス社の事務
用複写機「914」等による事業をレンタル制に
て開始した。これは「機械ではなく複写サー
ビスを売る」という富士ゼロックス及びゼロ
ックス社の方針を反映したものである。当初、
富士ゼロックスは複写技術の開発を自社では
行っていなかった。 
上記の活動を通じてゼロックス社は、ゼログラフィ技術の複写機をワールドワイド
に展開していくことに成功した。その際、富士ゼロックスは、アジア・パシフィック
地域における複写機の販売サービスを担うことになった。 
 
4.2.2 コンピュータ技術の開発 
ゼロックス社のパロアルト研究所では、現在のパーソナル・コンピュータの原型と
なる Graphical User Interface（GUI）を搭載したコンピュータを開発、デジタル技術
の促進に貢献していくこととなる (9,12-14)。以下、ゼロックス社が開発したコンピュータ
「Alto」に搭載された GUI 技術に関する記述である（図 4、図 5）。 
「Alto は、画面を机の上になぞらえるデスクトップ思想、アイコン、マウス、マル
チウインドウ、ビットマップディスプレイなどを備えていた。現在の PC でごく当たり
前となっているこれらの技術は、ゼロックス社のパロアルト研究所（PARC：Palo Alto 
Research Center）において、1973 年の Alto コンピュータの開発以降生み出されてき
たもので、それまでのコンピュータとは操作性が一変していた。それまでのコンピュ
図 3 Xerox 914 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
 11 
ータでは専門知識がないと困難であった、文書や図形、グラフの作成・編集、ファイ
ルの分類・保管・検索・電子メール・プリントなど一連の処理を容易にしていた。 
アップル社のスティーブジョブズが PARC を訪問した際、マウスやアイコンなどの
多くのアイデアのヒントを同研究所で使用されていた Alto から得て、後に Macintosh
に活かしたことはよく知られている。」 
（出所：「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記のようにゼロックス社は、GUI 技術を搭載した Alto コンピュータを開発しデジ
タル技術の促進に貢献していった。GUI 技術は、コンピュータ上でのオフィス業務を
行う際の効率を高めるものであった。GUI により、これまで紙を用いて行われていた
業務がコンピュータを用いて行うことが可能となる。そのため Alto コンピュータの開
発は、1975 年のペイク氏のペーパーレスオフィスの予言の根拠となっていると考えら
れる。 
このようにゼロックス社は、事務用複写機の開発と普及に加えて、コンピュータの
開発によるデジタル化の促進により、ドキュメント技術の誕生から実用化に貢献して
きた。 
図 4 Alto の GUI 
（出所）Encyclopaedia Britannica (12) （出所）”Xerox Alto”, Wikipedia (14) 
図 5 Xerox Alto 
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4.3 ドキュメント技術の発展 
 富士ゼロックスは、ゼロックス社が開発し実用化されたゼログラフィ技術の複写機
で事業を開始するとともに、自ら開発を行ってゼログラフィ技術を発展させ複写機・
複合機を製造するようになる。その後、紙ドキュメントを扱う複写機・複合機の開発
に加えて、電子ドキュメント用のソフトウェアを開発し、紙ドキュメントと電子ドキ
ュメントを統合したサービスを提供していく。これにより、従来のモノづくりを基点
とした事業だけでなくソリューションサービスによる事業を目指すようになる。こう
して富士ゼロックスは、ゼログラフィ技術の地道な開発と、オフィスのデジタル化に
伴う電子ドキュメントに対応したシステムの開発により、紙・電子の両方に対応する
技術へとドキュメント技術を発展させていく (9-11)。 
4.3.1 ドキュメント技術の歴史 
富士ゼロックスにおけるドキュメント技術の歴史を記載する（以下、本項は「富士
ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) より）。富士ゼロックスのドキュメント技術への取り
組みは、紙ドキュメントを扱うゼログラフィ技術の自社開発に加えて、電子ドキュメ
ント技術の開発や、紙・電子ドキュメントの両方に対応するシステムの開発が挙げら
れる（図 6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 1960 年代：会社設立・複写機事業を開始 
富士ゼロックスは、1962 年に設立されて、ゼロックス社によって開発・製造された
複写機を輸入して事業を開始した。機械ではなくサービスを売るという考え方のもと、
レンタル販売という形態をとり、紙の複写を社会に普及させて企業活動や社会生活に
おける情報の活用に革新をもたらした。その後も、OA（オフィス・オートメーション）
の先駆けとしてオフィス内の事務作業の自動化・効率化に貢献した。 
■ 1970 年代：小型機の自主開発を開始・開発本部を設立 
1970 年代は、ゼロックス社の製品を日本の市場特性に合わせる適合化を通じて、徐々
に自主開発に向けて技術力を高めていった。その一方で、日本市場における中低速機
の重要性が増加し小型機の自主開発が求められるようになった。1973 年に発売された
「2200」は、富士ゼロックスが自主開発を行ったもので、同製品分野で当時世界最小
サイズの小型機であった。同機はゼロックス社からも高く評価され、同機シリーズは
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9)、Sustainability Report 2016(10) を基に筆者作成  
図 6 ドキュメント技術の歴史 
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ゼロックス社へ輸出されることとなり、富士ゼロックスはゼロックスグループの小型
機供給を担っていくこととなる。更に、ゼロックス社との開発優先度の違いといった
課題が顕在化してきたことから、富士ゼロックスは 1976 年に開発本部を設立するなど
開発力を向上させていった。 
■ 1980 年代：複写機の品揃え強化、ワークステーション事業を開始 
1980 年代に入ると、複写機事業は競争が激しくなり製品開発力の強化が求められる
ようになった。1982 年には総合研究所を設立し、その後も同研究所の組織を整備して
いくなかで、要素技術研究所、電子技術研究所、システム技術研究所が開設された。
デスクトップ型複写機では 1984 年発売の「3800」シリーズが成功を収め、国内だけで
なくワールドワイドに展開され 100 万台という販売実績を上げた。床置型のモノクロ
中高速機では 1983 年発売の「4370」「5870」が、高速・超高速機では 1985 年発売の
「7790」「9900」が高い評価を受けた。 
 同時期において、富士ゼロックスは 1983 年にシステム事業本部を設立、機械でなく
サービスを提供することを目指し、システム分野への事業拡大を打ち出し、1982 年に
は「8000INS」を発売した。「8000INS」は、ワークステーション・サーバー・ネット
ワーク機器などの商品群で構成された情報ネットワークシステムであり、ワークステ
ーション「J―Star」がその中心をなしていた。「8000INS」（J―Star）は、世界初の
マルチ言語処理システム（複数の言語による文書の作成が可能）を採用し、富士ゼロ
ックスはゼロックス社と共同開発を行い、日本語辞書やかな漢字変換方式への対応等
を担当した。「8000INS」（J―Star）は、ゼロックス社のパロアルト研究所で開発され
た Alto コンピュータの技術を引き継ぎ、ユーザによる画面上での一連の処理を容易に
し、ネットワーク環境を簡単に構築できるなど技術の幅を広げ、1986 年には約 800 社・
6000 台まで事業を拡大した。 
■ 1990 年代：デジタル化・カラー化の推進、DocuWorks 販売開始 
1990 年代は、アナログ・モノクロ複写機での成熟化が進んだ市場の代替需要を拡大
するため、デジタル化とカラー化が求められるようになった。しかし、デジタル複合
機（デジタル化により複写機能の他にファクシミリ機能等を併せ持つ）を最初に販売
したのは 1987 年発売のリコー社「IMAGIO」シリーズであった。一方富士ゼロックス
もデジタル化の開発を加速し、1989 年発売の「Able 3010」は通信とコピーの同時処理
が可能なデジタル複合機として製品化に成功した。またカラー機では、キヤノン社の
「CLC-1」が同市場で他社を先駆けて最初に販売を開始した。カラー機に対し、富士
ゼロックスは当初、ゼロックス社と共同開発を進めていたものの日本市場の競合機に
対抗できないと判断し、別の製品を自ら決めた仕様で単独開発することとした。その
結果誕生した 1992 年発売の「A color 635/630」は、デジタルカラー機市場で高く評価
され大ヒットとなった。「Able」「A color」を開発した富士ゼロックスは、デジタル
化・カラー化を推進し、更に他の OA 機器とのネットワーク接続を可能とすることで、
オフィス市場の OA 化を推し進めながら製品開発力を高めていった。 
更に富士ゼロックスは、新規市場としてデジタル印刷市場への参入を果たすことと
なる。この市場は、従来の版を用いた印刷の一部をゼログラフィ技術のデジタル印刷
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機で代替するもので、デジタル印刷の特性を活かしたプリントオンデマンド（必要な
少部数の印刷を短時間で対応可能とする形態）を実現する。富士ゼロックスは、ゼロ
ックス社が開発した「DocuTech」シリーズで同事業に参入し事業拡大を進めた。 
 同 1990 年代において、富士ゼロックスは自らを「The Document Company」と標榜
し、知的創造社会の可能性をドキュメントで引き出す企業であるとした。この「The 
Document Company」は、「電子データや画像なども含め、「知」を可視化したすべ
てのものをドキュメントと定義し、ドキュメントそのものとその作成プロセスの双方
を熟知した企業として、最も優れた機器・サービスを提供するもの」とした。更に、
富士ゼロックスは、自らが展開すべき価値は「「知識をつくる」ことを直接サポート
するソフトでありサービスである」と位置づけ、これをドキュメントサービス事業と
して位置づけた。 
1996 年発売の「DocuWorks」は、「電子の紙」を実現するというコンセプトのもと
で開発された電子ドキュメントのハンドリング・ソフトウェアである（当初は複合機
に同梱、1998 年から単独販売）。本ソフトウェアを使うことによって、複合機でスキ
ャンした紙文書も各種ソフトウェアで作成した文書や画像も、一元的に管理すること
が可能となり、企業に存在する大量の情報群を有効に活用されるというものであった。
一方、それまで力を入れてきたワークステーション事業は、収益モデルを構築できず
に撤退することとなった。 
■ 2000 年代以降：マネージド・プリント・サービス展開、デジタル印刷市場強化 
2000 年代以降は、1990 年代に立案したドキュメントサービス事業の構想の具体的な
実行を開始した。まずデザインなど特別な顧客にしか使用されなかったカラー印刷を、
一般オフィスでも使われるようにするカラーケイパブルを進めた。「A color」で開拓
したカラー市場であるが、コストや画質、印刷速度への制約から顧客に広く受け入れ
られるには至っていなかった。そこでモノクロ機からの置き換えを狙った「DocuColor 
1250」「DocuCentre Color」シリーズを開発しカラー市場を拡大していく。そして、
国内 A3 デジタル複合機のトップシェアを獲得するとともに、カラー機販売比率を約
50%まで拡大し、富士ゼロックスの収益性の向上に貢献した。 
2005 年には、ネットワーク複合機である「ApeosPort」シリーズを発売し、ネット
ワーク上でドキュメントを管理しかつ入出力を行うことを想定したマネージド・プリ
ント・サービス（MPS）を提供することとなる。更にソリューションサービスを事業
の成長基軸にすべく、一般企業の他に病院など業種に応じた細やかな業務プロセスの
改善を提案することを進めた。また富士ゼロックスが商圏とする成長著しいアジア・
パシフィック地域において複合機のリモート保守サービスを整備するなどグローバル
化を強化した。 
更に富士ゼロックスは、デジタル印刷市場においてゼログラフィ技術を用いた自社
開発のデジタル印刷機「Color DocuTech 60」を 2000 年に、校正等を目的とした「Color 
1256 GA」を 2003 年に発売するなど同市場における製品ラインアップを強化し優位性
を拡大した。また 2010 年に発売した「Color 1000 Press」シリーズと後継機「Iridesse」
では、通常カラーを表現する Yellow、Magenta、Cyan、Black の計 4 色のトナーの他
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に、Gold、Silver、White 等の特殊色トナーを搭載可能とし、様々な画質表現が可能と
している。また、色紙やフィルム（透明・有色）、凹凸紙等の多様な装飾媒体に適応
することで、紙ドキュメントの高付加価値化を推進し、印刷市場への本格展開を進め
ている。 
 
4.3.2 紙ドキュメント技術の開発 
複写機・複合機（図 7）で用いるゼログラフィ技術は高度なすり合わせを要し (11,15,16)、
この技術を保有するのは国内数社に限られている。以下、ゼログラフィ技術が画像を
形成するプロセスと、そのプロセスの複雑さ、すなわちゼログラフィ技術を構成する
複数の要素と要素間のインタラクション、及び、富士ゼロックスによるゼログラフィ
技術への取り組みついて記載する。 
■ ゼログラフィ技術の基本原理 
ゼログラフィ技術の基本原理 (15,18)は、光の強さで導電性が変化する材料（絶縁性光
導電体）の感光体を使用し、感光体に電荷を付与（帯電）するとともに、求める画像
に応じて光を照射し潜像を形成（露光）し、この潜像に対して静電的な力で粉体材料
のトナーを付着させてトナー画像を形成する（現像）。形成されたトナー画像は、画
像を形成する媒体（多くの場合は紙）に移動（転写）させた上で、加熱および加圧を
行うことでトナーを溶融し媒体に固定させる（定着）というプロセスからなる（図 8）。 
「①帯電は「感光体表面にイオンや電子を与えて，感光体を所望の電位に帯電させ
るプロセス」である。②露光は「画像情報に応じた光を照射することで感光体の電荷
量を変化させ，静電潜像を形成するプロセス」である。③現像は「静電気力を用いて
帯電したトナーを静電潜像に付着させ，画像を可視化するプロセス」である。④転写
は「感光体や中間転写体などに形成されたトナー像を，転写媒体(中間転写体や用紙)
に移動させるプロセス」である。⑤定着は「トナー像に圧力と熱を加えて溶融させ，
これを用紙上で冷却して画像膜を固化させるプロセス」である。⑥クリーニングは「感
光体や中間転写体上に設置され，残留しているトナーや，異物，付着物の除去を行う
プロセス」である。」（出所：木内豊「デジタル印刷の強みとこれから」 (15)） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ ゼログラフィ技術の高度化 
（出所）富士ゼロックス  ウェブサイト (18) 
図 8 ゼログラフィ技術の基本原理 図 7 複合機（ApeosPort-VII シリーズ） 
（出所）  
富士ゼロックス  
ウェブサイト (17) 
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 富士ゼロックスは、1970 年代に自社でゼログラフィ技術による複写機の開発を行う
ようになって以来、1980 年代における製品の品揃えや機能の強化、1990 年代における
デジタル化（複合機への展開）・カラー化の推進、2000 年代のデジタルカラー印刷市
場への参入、その後の 2010年代以降のグローバル強化や本格的な商業印刷への展開と、
市場の変化に合せて技術を進歩させてきた (9)。以下、富士ゼロックスによる技術の高度
化の取り組みについて記載する（出所：「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ゼログラフィを製品にする際には、上述のゼログラフィの基本原理、帯電・露光・
現像・転写・定着・クリーニングの要素プロセスを一つの装置に実装する必要がある
（図 9、図 10）。図 9 は、1 色ぶんの感光体周辺の構成を示すもので、感光体を中心に
帯電・露光・現像プロセスが配置されている。ゼログラフィ技術は静電的な力を使い
トナーを制御することから温湿度の影響を強く受ける。更に各要素プロセスはトナー
もしくは静電潜像を介して相互に影響しているため、前工程プロセスで発生した変動
は後工程のプロセスへの変動へと影響を与えることとなる。 
特にトナーは、現像・転写プロセスにおける制御性や、定着プロセスでの溶融性、
クリーニングプロセスでの除去性と複数のプロセスに渡って影響を与える機能材料で
あり、富士ゼロックスはトナー製造技術の開発に取り組んできた。高画質の需要に応
えるため小粒径で均一なトナーを製造することを目的として、1994 年から乳化重合法
（EA 法）の研究を開始した。EA 法は、従来は材料を混合・粉砕して製造していたト
ナーを、化学合成で製造するものである。こうして開発された EA トナーは、約 5.8 マ
イクロメートルの小粒径化により高画質を実現し、かつ環境安定性などの様々な機能
を満たすものとなり、2001 年以降の多くの製品に標準トナーとして搭載されるように
なった（図 11）。富士ゼロックスのトナーは、その後も EA 法をベースに改良が重ね
られ、更に高機能化を進めることで用途拡張に貢献してきた。 
 富士ゼロックスは、1990 年代以降のカラー化の取り組みにおいて、従来モノクロ機
の Black 色トナーの他に、Yellow、Magenta、Cyan の 3 色を加えた計 4 色のトナーを、
中間転写ベルト上に重ねることでカラー画像を再現する技術を開発した。カラー機で
は、感光体を中心とする帯電・露光・現像プロセスのモジュール（図 9）を、4 色ぶん
配置させた構成となる（図 10）。カラー画像を再現するには、1 色ぶんで生じていた
図 9 感光体周辺の構成(1 色分) 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
図 10 カラー構成(装置全体) 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
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温湿度や各プロセス間で生じる変動に加えて、4 色のトナーを重ねることで生じる変動
に対処する必要がある。4 色を重ねる際の変動は、色間の位置ずれや濃度むらとなって
画質に悪影響を及ぼすこととなる。富士ゼロックスはカラー化に対応するため、各色
の安定化を図るとともに色間のパラメータを調整することでカラー画質を向上させて
きた。図 12 に、富士ゼロックスが保有する色間の位置調整技術、iReCT 技術(Image 
Registration Control Technology)を示した (19)。iReCT 技術は、中間転写ベルト上に書
き込んだ色ずれ検出用のパターンを色ずれセンサーで読み込み、パターンの色ずれ量
を計算することで、入力画像に補正をかけて補正する技術である。このように富士ゼ
ロックスは、カラー画像を安定して高画質で印刷するための技術を作り込んでいる。 
富士ゼロックスは、自社による地道な技術開発によりゼログラフィ技術を高度化し、
複写機・複合機のカラー化や、デジタル印刷市場への適応可能としてきた（図 13 に、
デジタル印刷市場向け Color 1000 Press シリーズを示す (20)）。そして、国内数社しか
保有しない競争優位性の高い紙ドキュメント技術を獲得するに至る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 乳化重合法によるトナー製造 図 12 カラー安定化技術 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
（出所）富士ゼロックス  ウェブサイト (19) 
図 13 デジタルカラー印刷機「Color 1000 Press」シリーズ 
（出所）富士ゼロックス  ウェブサイト (20) 
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4.3.2 紙への社会的要請 
紙の使用は、環境意識の高まりと相まって社会的にマイナスのイメージがあり、企業
にとって無視できない問題となっている(21,22)。そして環境負荷を軽減することを目的と
したペーパーレス化への取り組みが社会的な要請となっている。 
紙は木の繊維を原料につくられており、WWF ジャパンによると、紙を生産するため
の破壊的な林業で、世界には今も自然の森林が減少している地域がある。企業は、紙の
リサイクルに取り組んでいるもののリサイクルの回数には限度があり、また用途によっ
てリサイクル品は適さない。そのため、森林からの原料確保が一定量必要となっている。
森林の再生産を行う植林が考えられるが、植林のなかには成長が早い品種を使うことで、
地域本来の森林の生態系を破壊しているというケースが起きている。日本が生産する紙
は海外の森林に依存しており、インドネシアの事例では、絶滅の危機にある野生の生物
（トラ、ゾウ、オランウータンなど）の生息地を破壊し、また森林の周辺に住む人々や
森林で生活する先住民族の生活に影響を与えている（出所：WWFジャパン(21,22)）。 
紙に関わる企業は、森林保全のために植林活動に参加するなど環境保護に取り組んで
いる。富士ゼロックスにおいても、提供している紙の原料を「環境配慮型パルプ」にし
紙への負荷を低減している(18)。ここで「環境配慮型パルプ」とは、古紙をリサイクルし
て製造されたパルプと、植林等により管理された木材を原料としたパルプの組み合わせ
を指す。富士ゼロックスは、「紙のリサイクル」と「森のリサイクル」を組合せること
で、環境への負荷を効果的に低減できるとしている（図 14）。そして富士ゼロックスは、
紙の調達基準を自ら定め、原料の適正さを示す「FSC認証」（FSC：Forest Stewardship 
Council は、森林管理を世界に普及させる非営利団体）を受けた紙を使用することで、
社会的な活動と連携している（出所：富士ゼロックス ウェブサイト(23)）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 上記のように富士ゼロックスは、紙の使用による環境負荷の低減に取り組んでいる。
この活動は、紙を使用することを前提として環境への負荷を減らすというもので、既存
の紙ドキュメント技術の価値が存続するため持続的イノベーションであると見なせる。
一方、次項に記載する電子ドキュメント技術は、技術転換によって紙の使用を無くし、
紙ドキュメントの価値を失わせることによって破壊的イノベーションとなり得る。
図 14 富士ゼロックスの環境負荷低減の取り組み 
（出所）  
富士ゼロックス  
ウェブサイト  
「環境に配慮した
紙をつくる」 (23) 
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4.3.3 電子ドキュメント技術の開発 
富士ゼロックスは 1990 年代以降、紙を扱う複写機・複合機以外の分野としてソリュ
ーションサービスへの取り組みを本格化した。「DocuWorks」は、富士ゼロックスが
1993 年から開発を開始し 1996 年に上市した、電子ドキュメントのハンドリング・ソフ
トウェアである（図 15。1996 年当初は複合機に同梱するソフトウェアで、1998 年以降
にパッケージ商品として販売）。「DocuWorks」は、パーソナル・コンピュータ等の
電子デバイス上に表示される電子ドキュメントを、紙と同じような操作性が得られる
ことを目指して開発された (24-26)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
富士ゼロックスは「DocuWorks」の特徴を以下のように記述している。 
「DocuWorks は「紙が持つ価値を電子の世界に」というコンセプトのもとに開発され
た、PC 上であたかも紙を扱うような感覚で電子ファイルを管理できるドキュメントハ
ンドリング・ソフトウェアです。」（出所：富士ゼロックス ウェブサイト (25) ） 
「次のような機能が実現されています。 
l 各種のアプリケーションで作成した電子文書や、スキャナーで取り込んだ紙文書
を、同じウインドウ内で一元管理し、電子文書と紙文書を同じ感覚で扱うことが
できます。 
l あたかも机の上に書類を広げているように、書類の大きさやページ分量が直感的
に把握しやすい表示機能を提供し、さらに付箋やマーカー、スタンプなどをつけ
るアノテーション機能も充実しており、まさに紙の操作性を電子データ上で実現
しています。もちろん、電子化による優れた検索性や共有性、さらにセキュリテ
ィーの確保が可能です。 
DocuWorks が提供するドキュメントハンドリング技術とは、直感性（一目見て分か
り、記憶に残る）、軽快性（すぐに作業できる）、快適性（操作が簡単）を重視し文
書情報を取り扱う技術です。」（出所：富士ゼロックス ウェブサイト (24) ） 
図 15 電子ドキュメントのハンドリング・ソフトウェア 
（出所）  
富士ゼロックス  
ウェブサイト (25) 
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 富士ゼロックスによる「DocuWorks」開発の狙いは、「紙の価値」を電子で実現す
ることであった。「DocuWorks」の開発を開始した 1990 年代は、パーソナル・コンピ
ュータやインターネットといった IT 技術が一般に普及し始めた時代であり、オフィス
においても電子ドキュメントの活用が増加していた。しかし、電子ドキュメントの操
作は、特に従来の紙を想定した使い方においては、期待した効率性が得られなかった。
そこで富士ゼロックスの開発者は、紙が実現している操作性を電子で実現することを
目標として開発した。 
以下の開発者のインタビュー記事より、「DocuWorks」の開発思想が紙を目指した
ものであることが分かる。 
「「紙とは何か？」そんな哲学的な考察から DocuWorks の研究は始まった。紙そのも
のの持つ普遍的な価値の追求には 2 年もの歳月が費やされ、「電子の世界に紙を作る」
という当時としてはとても斬新なコンセプトが固まっていった。 
紙の特徴には、情報の記録だけでなく、束ねたりばらしたり、自由に書き込んだり
といった使い勝手の良さもある。人間にとって紙とは思考の道具であり、コミュニケ
ーションの手段なのだ。「電子の紙」というコンセプトから具体的に DocuWorks プロ
トタイプを作り上げていく過程で、紙のように何気なく使える直感的なユーザーイン
ターフェースを目指した。 
人は仕事をする時、紙やペンの存在を意識せず、本来のやるべき仕事の中身に意識
を向けています。直感的なユーザーインターフェースを検討していく中で、判断に迷
った時には“紙を模倣する”という基本方針に立ち返り、“紙と同じように思考を中
断させず扱えるようにする”ことを、メンバー共通の判断基準として設計していきま
した」（出所：ITmedia エンタープライズ「電子の世界で実現した紙の使い勝手 
DocuWorks 開発責任者に聞く」 (26)） 
 
4.3.4 紙・電子ドキュメントの共存技術 
 富士ゼロックスは 2000 年代以降、ソリューションサービス領域への取り組みを更に
強化していくこととなる。富士ゼロックスは、オフィス環境でのドキュメントを総合
的に管理するマネージド・プリント・サービス（MPS）の提供を開始し、紙ドキュメ
ントの印刷を管理するだけでなく、電子ドキュメントの活用を取り入れるようになる。
これにより紙・電子ドキュメント技術を共存させて紙と電子を統合したサービスへと
展開していく。以下、富士ゼロックスの MPS への取り組みについて記載する（出所：
「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ） 
1990 年代以降の PC が普及にともない、オフィスにおいてホストコンピュータ中心
のシステムから分散型システムへと移行した。その結果、分散された組織単位でドキ
ュメント作成が容易に行えるようになり紙のプリント量も増加した。富士ゼロックス
は、1999 年に紙ドキュメントの印刷を管理するソフトウェア「PrintXchange」を発売
した。「PrintXchange」は、オフィスにおける紙ドキュメントの印刷を管理するため
のソフトウェアで、無駄な印刷を減らすなどにより顧客企業の業務の効率化に貢献す
るものである。 
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「「PrintXchange」は、 
①特定のプリンターにジョブが集中することを防ぐ負荷分散、 
②印刷指示された文書を印刷可能なプリンターに割り振る自動選択、 
③出力指示したデータのサーバへの保持、 
④印刷完了・障害発生の通知 
⑤プリント履歴の管理 
—などの機能を備えていた。業務プロセス上、印刷を止められないという、基幹系業
務に求められる印刷支援と管理の機能を網羅したソフトウェアであった。」 
（出所：「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ） 
更に富士ゼロックスは、2005 年にネットワーク上でドキュメントを管理しかつ入出
力を行うことを想定した「ApeosPort」シリーズを発売した。「ApeosPort」は、マネ
ージド・プリント・サービス（MPS）を構成するネットワーク複合機である。富士ゼ
ロックスは、現在、MPS を実現するソフトウェアとして、前出の「PrintXchange」の
アーキテクチャを引き継いだ「ApeosWare Management Suite」を提供するとともに、
インターネットや無線 LAN に普及にともない、基幹情報システムとの連携やセキュリ
ティを強化した「Apeos iiX (Internet Integration framework based on XML)」を提供
している（図 16）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
富士ゼロックスは、上述の機器・システムを開発することでオフィスの MPSを実現、
顧客企業に対し紙ドキュメントの印刷を管理し、かつ電子ドキュメントの活用を促す
サービスの提供が可能となった。そして富士ゼロックスは、更なる紙と電子の統合に
より業務の自動化を狙ったサービス「Next Generation MPS」を提供するに至る。 
以下に、富士ゼロックスの「Next Generation MPS」への取り組みについて記載する
（出所：「富士ゼロックス ウェブサイト」 (27) ） 
図 16 ApeosPort によるマネージド・プリント・サービス 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
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「ドキュメント関連の業務プロセスを改善し、ワークスタイルの変革、未来のオフィ
ス像実現を支援します。 
l 無駄や重複している業務プロセスを、独自の分析手法を使って特定します。そして、
従来紙で行われていたプロセスをデジタル化し、ワークフローの自動化を実現する
ための最適な方法をご提案します。 
l 紙のデジタル化のみならず、Web、デスクトップ、タブレット、スマートフォン、
複合機など、様々なソースで生成された電子文書を容易に取得、保存、共有、変換
できる環境を提供し、新しいワークスタイルを支援します。 
l 自動化と簡素化を通して、紙の文書の処理にともなう時間やコストの削減、作業プ
ロセスの正確性と再現性の向上、また文書のライフサイクルを通してコンプライア
ンスとセキュリティの強化が実現できます。」 
（出所：「富士ゼロックス ウェブサイト」 (27) ） 
富士ゼロックスの「Next Generation MPS」は、用途に応じて紙ドキュメントが求め
られる場面では紙の入出力が行えるように複合機（ApeosPort）を配置するとともに、
紙ドキュメントが不要な場面では紙の使用をなくしてデジタル化を促進し、電子ドキ
ュメントによる業務の自動化を行うものである。更に、電子ドキュメントの効用とし
て、インターネットを介して多様な表示デバイスからドキュメントを活用することを
可能とし、また紙を扱うことに伴う時間やコストを削減して業務の効率化を可能とし
たものである。 
富士ゼロックスは「Next Generation MPS」を通じて、紙ドキュメントの価値と電子
ドキュメントの価値を、場面に応じて両方を使い分けられるマネージド・プリント・
サービスを提供し、紙・電子ドキュメント技術の共存による紙と電子の統合を図って
いる。 
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4.4 紙・電子ドキュメントの価値 
富士ゼロックスは、紙ドキュメントに対する技術を保有し、開発を継続することで
競争優位性を得ている。同時に社会的要請から、電子ドキュメントへも対応してきて
おり、紙ドキュメントと電子ドキュメントの両方に対応するサービスを提供している。
以下、紙ドキュメント、及び、電子ドキュメントが持つそれぞれの価値について整理
を行う。2019 年に富士ゼロックス社員計 4 名（企画 2 名、技術 2 名）に対して、紙・
電子ドキュメントが保有する価値についてインタビューを行った結果をもとに筆者が
まとめた（図 17）。 
紙ドキュメントと電子ドキュメントは、両方に共通の価値を保有している。「２次
元情報を記録・閲覧・編集・複製」は、企業がオフィスで扱うドキュメントの基本的
な要素で、社内外での情報の共有に必要とされている。また「紙・電子間のデータ変
換」は、複写機がデジタル化しスキャン機能を備えた複合機となることで可能となっ
た価値で、紙・電子ドキュメントは相互に変換可能である。 
一方、紙・電子それぞれのドキュメントには異なる価値が存在する。他方にはない
独自の価値として、紙ドキュメントは「読みやすさ・扱いやすさ」「多様な使い方・
装飾性」「ビジネス上の慣習」を保有し、電子ドキュメントは「デジタル化への適性」
「社会的要請への適性」を保有している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.1.1 紙ドキュメントの価値 
 紙ドキュメントにおける価値として、上記に「読みやすさ・扱いやすさ」「多様な
使い方・装飾性」「ビジネス上の慣習」を挙げた（図 17）。富士ゼロックス/米国ゼロ
ックスでは、紙ドキュメントの事業を行うなかで、以前から紙が保有する価値につい
て研究がなされてきた。特に電子ドキュメントと比較した紙の「読みやすさ・扱いや
図 17 紙・電子ドキュメントの価値 
（出所）富士ゼロックス社員へのインタビューをもとに筆者作成  
２次元情報の
記録・閲覧
・編集・複製
（文字、静止画
像・図面・デザ
インなど）
電子ドキュメント
デジタル化への適性
（情報の検索機能、
大容量・高密度データに適応、
多用途への適応、
ネットを介し高速・広域に
データ移動・拡散、
他社との業務連携に必要）
紙ドキュメント
読みやすさ・扱いやすさ
（視覚的に読みやすい、
持ち運びやすい/人に渡せる
/モノに貼れる、
幼児や高齢者などの幅広い
人々に適性がある）
ビジネス上の慣習
（カタログ・チラシ・名刺など
他者との慣習がある）
紙・電子間の
データ変換
（電子データを紙
に印刷、
紙をスキャンし
データを取込）
多様な使い方・装飾性
（直接書き込める/折って使える
/壁などに貼れる、
金銀白など特殊色で表現、
色紙・凹凸紙など多様な紙）
社会的要請への適性
（森林保全への環境負荷を低減
するイメージがある、
国の規制/企業アピール、
無駄紙排除/コスト低減、
働き方改革に合う）
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すさ」に関する研究においては、紙が持つ独自の価値から電子ドキュメントへの置き
換えは生じないとしている (7,28-30)。 
米国ゼロックス社員（当時 (7)）の Sellen & Harper（2007）は、デジタル技術が紙の
アフォーダンス（パラパラめくりによる情報のブラウジング、複数のドキュメントを
並行して読むこと、ドキュメントに書き込みができること、読むこととメモをとるこ
とをシームレスに統合）を代替できない限り、紙がオフィスから消えることはないと
指摘している (7)。また、富士ゼロックス社員である柴田&大村（2011）は、紙の書籍と
電子書籍端末（iPad, Kindle）、PC のディスプレイで作業のスピードや正確さなどの
パフォーマンスを比較し、「答えを探す読み」において紙の書籍を利用する方が効率
的に作業できる。よって現状の電子書籍端末がそのままの形でオフィス業務の広範な
活動で紙を代替することはないと予想している (28)。同じく富士ゼロックス社員である
柴田&大村（2017）は、紙のよさは「扱いやすさ」にあり、紙の扱いやすさはモノとし
ての紙の物理特性によって支えられているため、電子メディアでの置き換えが難しく、
こうした領域では今後も紙が使われ続けると指摘している (29)。上記の富士ゼロックス/
米国ゼロックス以外においても、紙が持つ独自の価値については多くの研究がなされ
てきている (30,31)。 
 また、富士ゼロックスは、現在の紙ドキュメントが保有する価値を技術開発により、
更に向上させる活動に取り組んでいる。例えば「多様な使い方・装飾性」を向上させ
ることで、紙を様々な用途に展開しようとしている。富士ゼロックスは、通常カラー
を表現する Yellow、Magenta、Cyan、Black の計 4 色のトナーの他に、Gold、Silver、
White 等の特殊色トナーを搭載可能とし、様々な画質表現が可能としている。また、
色紙や透明フィルム、凹凸紙等への適応も進め、紙ドキュメントが持つ独自の価値を
更に発展させてきている (32-35)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 15 特殊色トナーによる用途展開 
（出所）富士ゼロックス  ウェブサイト (35) 
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上記の活動を通じて富士ゼロックスは、収益の多くを紙ドキュメントから得ている。
具体的には、富士ゼロックスの事業分野別の売上高（2018 年度）において、紙ドキュ
メントに関わりが深い「オフィスプロダクト＆プリンター事業（約 56.6%）」と「プ
ロダクションサービス事業（約 12.3%）」から約 68.9%、電子ドキュメントに関わりが
深いソリューションサービス事業から約 26.0%、その他の事業から約 5.2%を得ている
（出所：富士ゼロックス ウェブサイト「会社概要」(36)）。このように富士ゼロックス
は、紙と電子の両方を提供しているもののオフィスにコンピュータが普及しデジタル
化が浸透した現在も、紙ドキュメントに事業が依存している。 
 
4.4.2 電子ドキュメントの価値 
富士ゼロックスは、オフィスへのコンピュータの普及に伴い、電子ドキュメントの
ハンドリング・ソフトウェアである「DocuWorks」を開発し、デジタル化に適応可能
とした。更に、紙ドキュメントと電子ドキュメントを組み合わせたマネージド・プリ
ント・サービス（MPS）を提供している。そして富士ゼロックスの顧客は MPS を通じ
て、紙ドキュメントと電子ドキュメントを状況に応じて選択可能としている。 
富士ゼロックスは、上記の活動を通じた社会的な要請への適応が認められ、平成 29
年度省エネ大賞（ビジネスモデル分野）経済産業大臣賞、平成 30 年度地球温暖化防止
活動環境大臣表彰を受賞した。以下、富士ゼロックスによる受賞の記事を記載する。 
「当社は、この再生型機を活用した次世代型 MPS の普及により、オフィスのエコ効果
を高め、お客様先における環境負荷低減と業務効率向上に貢献いたします。このビジ
ネスモデルは、環境負荷低減効果に加えて、環境性能とお客様の利便性を両立させた
「RealGreen」と定義する技術の積極採用などが評価され、平成 29 年度省エネ大賞（ビ
ジネスモデル分野）経済産業大臣賞の受賞に引き続き、平成 30 年度には地球温暖化防
止活動環境大臣表彰を受賞しました。当社は今後もさまざまな商品やサービスの提供
を通じて、循環型経済や脱炭素社会の促進に貢献してまいります。」 
（出所：富士ゼロックス ウェブサイト (37)） 
上記のように富士ゼロックスは、紙ドキュメントと電子ドキュメントを統合した
MPS 技術によって、環境負荷の低減に対して社外から評価を得ている。同社の記事に
よると、環境負荷の低減と紙の使用による利便性の確保を両立させる技術を提供して
いることが受賞の理由であるとしている。すなわち、紙ドキュメントにより得られる
価値を享受しながら、紙の使用で発生する環境負荷を可能な限り低減する技術を提供
したことが認められたとしている。このように富士ゼロックスは、紙ドキュメントの
価値を享受することの意義を認めた上で、紙ドキュメントと電子ドキュメントを組み
合わせたシステムの提供により、社会的な要請に適応している。 
上記を通じて、富士ゼロックスの顧客は紙と電子から選択が可能となり、顧客は紙
ドキュメントが持つ価値を享受することで、結果として、富士ゼロックスは紙ドキュ
メントから高い収益を得ている（4.4.1 節、及び、Appendix 参照）。 
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5. 考察 
破壊的イノベーションに関わるこれまでの研究は、既存技術がその価値を失い新規
技術に置き換えられることを前提としていた。一方、社会的な要請により市場変化が
生じた場合は、既存技術が優れた価値を保有し続けていたとしても競争優位性が損な
われるか、もしくは社会から拒絶される状況が生じ得る。本研究は富士ゼロックスが
取り組んできたペーパーレスオフィスへの対応事例をもとに、社会的な要請に応じる
新規事業に対応しながら、企業が保有する技術を活かして顧客ニーズのある既存事業
と両立させるにはどのように振舞うべきか、という命題に対して分析を試みる。 
5.1 既存技術の価値 
事例研究において、富士ゼロックスの歴史は、紙ドキュメント技術での競争優位を
活かした事業成長と、ペーパーレス化という社会的要請との闘いであった。富士ゼロ
ックスは、既存技術であるゼログラフィ技術を用いた複写機を一般企業にまで普及し
事業成長を果たした。しかし同時に、新規技術である電子ドキュメントの出現により
既存技術が置き換わっていくものとして、コンピュータが登場した当初からペーパー
レスオフィスが予言されていた。このことから、本研究の事例は、これまでの研究（魏, 
2001; 山口, 2007; 一小路, 2017; 長内, 2009; 2013; 2019）で提示された技術転換の事例、
すなわち既存技術が新規技術に置き換えられる事例と、一見すると同質な事象である
ように捉えられる。 
しかしながら、既存技術である紙ドキュメントには、電子ドキュメントが持たない
独自の価値（扱いやすさ、装飾性、他者との慣習）を保有していた。そして、紙ドキ
ュメントが持つ独自の価値は顧客にとって必要とされ続けており、価値を失うことは
なかった。また富士ゼロックスは、高度なすり合わせ技術を要するゼログラフィ技術
に対して地道な技術開発を継続することで、競争優位性の高い優れた技術を保有して
いた。こうして獲得した技術は、オフィス市場を中心とする中低速領域からデジタル
印刷市場に向けた高速・高画質領域へと展開し、紙ドキュメント事業を拡大している。
そして、オフィスにコンピュータが普及しデジタル化が浸透した現在も、富士ゼロッ
クスは収益の多くを紙ドキュメントから得ている。 
本事例において紙ドキュメントから電子ドキュメントへの置き換え、すなわちペー
パーレスオフィスは実現しておらず、紙ドキュメントの価値は長期間に渡って失われ
ることはなかった。よって本事例は、企業にデジタル化が浸透するという市場変化に
際して既存技術が価値を保有し続けており、新旧技術の置き換えを伴うものではなく、
破壊的イノベーションに関わるこれまでの研究が扱っていた事象、すなわち既存技術
が新規技術に置き換えられてその価値を失う事象とは異なる。 
5.2 社会的要請への適応 
企業は、価値の高い優れた技術を保有していたとしても、社会的な要請（塩澤・大
滝・檀原, 2010; 三上, 1982）から技術の転換が求められることがある。社会的要請に
対して企業は、顧客に受け入れられる環境配慮型製品をつくることで価値を向上させ
ることが可能である（野田, 2000）。逆に捉えると、社会的要請に応えられない場合に
は競争優位を失うことがあり、更に要請が強い場合には社会に受け入れられないこと
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さえあり得る。本事例で示したように、紙の使用は、原料となる森林の保全を損なう
原因となり得るため、富士ゼロックスは紙の使用に伴う環境への負荷を低減すること
が求められていた。一方電子ドキュメントは、紙の使用を抑えることから環境負荷を
低減するという効用が認められていた。よってデジタル化が浸透した新市場において、
電子ドキュメント技術は、社会的な要請に応えるという紙にはない意義を備えた技術
とみなせる。そこで富士ゼロックスは、オフィスへのデジタル化の浸透による新市場
に向けて新規技術である電子ドキュメントへの対応が求められた。 
富士ゼロックスは、紙ドキュメントに対してゼログラフィ技術の開発を継続すると
同時に、紙ドキュメントの操作性を模した電子ドキュメント向けソフトウェアを開発
した。また、富士ゼロックスは、紙ドキュメントと電子ドキュメントを組み合わせた
システムを開発し、紙と電子を組み合わせたサービスを提供している。これにより、
富士ゼロックスの顧客は紙ドキュメントと電子ドキュメントを状況に応じて選択する
ことが可能となった。すなわち富士ゼロックスは、顧客に自社が保有する優れた技術
である紙ドキュメントを提供し続けながら、電子ドキュメントを選択可能に提供する
ことで社会的要請に対しても適応している。実際に、富士ゼロックスは、電子ドキュ
メントを含むシステム導入への積極的な取り組みを理由に、政府から表彰されるなど
環境保護に対する優良企業であるという評価を得ている。よって富士ゼロックスは、
紙ドキュメントと電子ドキュメントを統合したシステムで要請に応えることで社会に
受け入れられ、紙ドキュメントの価値を提供することを可能にした。顧客にとっても
紙ドキュメントの価値を享受する機会を得ることが可能となった。 
そして、富士ゼロックスにとって重要なことは、デジタル化に伴うペーパーレス化
の社会的要請に応えながら、同時に同社が保有する高度で優れた既存技術を活用する
ことで競争優位に事業を展開することが可能となった点である。紙と電子から選択可
能であるにも関わらず、顧客は紙ドキュメントが持つ価値を享受するために紙を使用
し続けていた。そして紙ドキュメント事業において富士ゼロックスは、ゼログラフィ
技術という高度なすり合わせ技術での差別化を可能とし、結果として紙ドキュメント
から高い収益を得ることを可能としていた。 
5.3 新旧技術の共存 
 技術転換に関わるこれまでの研究は、既存技術は新規技術によっていずれ置き換え
られることを前提としていた。すなわちこれまでの研究では、新規技術の価値が既存
技術の価値を包含し、新規技術が既存技術を代替するものであった。そのため、新規
技術が進化することで既存技術は価値を失い置き換えられることになる。一方本研究
では、既存技術は、新規技術に包含されない独自の価値を保有していた。そのため、
新規技術が進化しても、既存技術は価値を保有し続けており新規技術に置き換えられ
ることはなかった。そして新規技術は既存技術の代替ではなく、既存技術を補完する
技術としての意義を持つことになった。このように、社会的要請に基づく市場変化に
際しては、既存技術と新規技術を共存させることが企業の方策となり得る。すなわち、
社会的要請による新規事業は収益性の面で不確実性がある一方で、既存事業には確固
とした顧客ニーズがあるため、共存させることで収益性が上がる可能性が高まる。 
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 社会的要請による市場変化において企業は、新規技術は既存技術を代替するもので
あるか、もしくは補完するものであるかについて見極めることが肝要である。本研究
の事例において富士ゼロックスは、自社の研究者らが紙ドキュメントの価値を分析し、
電子ドキュメントにはない独自の価値を認識していた。すなわち、紙ドキュメントの
価値は、電子ドキュメントの価値に包含されない独自の価値が存在し続けると判断し
ていた。このように、既存技術が新規技術に包含されない独自の価値を保有している
場合には、既存技術は新規技術に代替されることはないと考えられる。 
社会的要請に対する企業の方策としては、既存技術が新規技術に代替される場合は、
技術転換に関わるこれまでの研究と同様の結論となる。すなわち、既存技術の資源を
活用しながら新規技術に転換していくことが、企業の競争力の維持につながる。一方、
既存技術が新規技術に代替されることなく新規技術が既存技術を補完するものである
場合は、本研究の考察から、既存技術と新規技術の両方を顧客に対して同時に提供す
ることが有効となり得る。その場合には、顧客が新旧技術からの選択を可能とする、
新旧技術が共存したシステムを提供することが競争力の維持につながる。すなわち、
新旧技術の共存により、顧客に新旧技術の選択の判断を委ねて社会的な要請に応えな
がら、同時に既存技術が保有する価値を提供することによって、既存技術を活かして
競争を優位に展開することが可能となる。 
社会的な要請により、優れた価値を保有しているにも関わらず技術転換が求められ
ている技術の事例は、紙ドキュメントだけではない。自動車や飛行機から排出される
二酸化炭素などの温室効果ガスを原因とする気候温暖化、プラスチックの製造や廃棄
で発生するマイクロプラスチック（5mm 以下のプラスチックごみ）を原因とする海洋
環境の汚染など、企業は社会的要請に対して、社会全体の利益を考慮し資源・エネル
ギー・生態系といった環境との間で調和をとることが求められている。 
温室効果ガス排出の抑制に向けた新規技術として、電気自動車の開発が行われてい
るが、車載バッテリーの容量の問題から走行距離に限界があるなど課題もある (38,39)。
社会的要請に応えるには、既存技術であるガソリン自動車も活用し利便性を得ながら
徒歩や公共交通機関を組合せ、社会の交通全体として捉えて設計することが重要だと
いう意見もある (38)。KLM オランダ航空は、500km 以下の近距離のフライトに対しては
陸路を使った交通網サービスの展開を戦略に据える (40)。またマイクロプラスチックへ
の対応では、海洋汚染への影響を減らす新規技術として生分解性プラスチックを活用
するという方策の一方で、用途に応じ従来のプラスチック材料を活用しながら、材料
のリサイクルや使用量自体の抑制を組合せた対応も考えられる (41,42)。 
これらの例が示すように、一般的な環境保護に対する社会的要請に対しても、既存
技術に優れた価値があり新規技術が既存技術の代替となり得ない場合に企業は、既存
技術と新規技術の両方を提供し、顧客が新旧両方の技術からの選択を可能とすること
が有用なのではないだろうか。これにより、顧客に判断を委ねて社会的要請に応えな
がら、同時に既存技術を提供し続けることで優位性を活かし、新市場に向けて競争力
を維持することが可能となり得る。 
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6. おわりに 
破壊的イノベーションに関わるこれまでの研究は、既存技術が新規技術に置き換え
られることを前提として議論がなされてきた。すなわち、既存技術が保有する価値は
新規技術の進化に伴い新規技術に代替され、既存技術はその価値を失うことを前提と
していた。一方本研究は、社会的要請に応じる新規事業に対応しながら、企業が保有
する技術を活かして、顧客ニーズのある既存事業と両立させるにはどのように振舞う
べきか、という命題に対して分析を行った。 
本稿の事例において、既存技術である紙ドキュメントが価値を保有し続けているに
も関わらず、ペーパーレス化への社会的要請によって競争優位性が損なわれる可能性
があった。当時デジタル化の浸透とともに紙ドキュメントは役割を終了し、ペーパー
レスオフィスが実現すると言われていた。しかしドキュメント企業の富士ゼロックス
は、独自に紙の研究を進めることで紙は電子にはない独自の価値があることを見極め
ていた。そこで同社は、社会的要請に応えるために電子ドキュメント技術を開発する
とともに、既存の紙ドキュメント技術への投資も継続した。そして最終的には、紙・
電子ドキュメントを統合したサービスへと発展させて両方の価値を提供することで、
社会的要請に応えながら同時に競争優位性を築いてきた。 
企業の技術転換において、一見これまでの研究と同様に既存技術が新規技術により
置き換えられると思われながら、実際には既存技術の価値が失われずに生き残る場合
があり得る。上記の富士ゼロックスの事例においては、既存技術が独自の価値を保有
しているのにも関わらず社会的な要請により代替されようとしていた。しかし実際に
は既存技術が代替されることはなく、もし既存技術を捨て新規技術に転換していたと
したら同社の現在の競争優位性は得られなかったであろう。そのため企業は、社会的
な要請に基づく市場変化に際して既存技術が保有する価値を見極めて対応する必要が
ある。本研究の事例では、既存技術はその価値を保有し続けて、社会的要請に対して
は新規技術が補完することで、既存技術と新規技術は共存することになった。 
市場変化に際して企業は、既存技術が価値を保有し続けて新規技術に代替されない
と判断できる場合には、新旧両方の技術を同時に提供することが解決策となり得る。
そして競争優位性の高い既存技術に社会的要請を満たす新規技術を組み合わせること
で、顧客は両方の技術から自ら選択することが可能となる。更に企業は、新規技術を
積極的に導入することで優良企業であると見なされ得る。結果として顧客は既存技術
が保有する独自の価値を享受することが可能となり、従って企業は収益を上げること
ができる。 
本研究において、社会的要請に基づく市場変化に際して、新旧技術の共存により、
顧客に判断を委ねて社会的要請に応えながら、同時に既存技術を活かして優れた価値
を提供することで競争を優位に展開することが可能となる、という結論を得た。 
本研究は探索的な単一の事例研究であり、今後の課題としては一般性を高めるため
に追加的な検証が必要となる。 
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(36) 富士ゼロックス ウェブサイト「会社概要」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/profile (2020.01.10 accessed) 
(37) 富士ゼロックス ウェブサイト「「環境」に関する 2018 年度の主な取り組み」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/csr/svp2030/environment/activityreport.html (2020.01.10 
accessed) 
(38) 国立環境研究所ウェブサイト「電気自動車は環境にやさしいの？ - 国立環境研究所」 
https://www.nies.go.jp/social/traffic/pdf/7-all.pdf (2020.01.10 accessed) 
(39) GNV ウェブサイト「電気自動車は環境に優しいのか？」 
http://globalnewsview.org/archives/6702 (2020.01.10 accessed) 
(40) PR TIMES ウェブサイト「KLM オランダ航空、10 月 7 日に創立 100周年を迎え、代表取締役社長
兼 CEO ピーター・エルバースが来日記者会見を実施」 
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000047790.html (2020.01.10 accessed) 
(41) 環境省ウェブサイト「プラスチックを取り巻く国内外の状況 - 環境省」 
http://www.env.go.jp/council/03recycle/y0312-01/y031201-2r3.pdf (2020.01.10 accessed) 
(42) 環境省ウェブサイト「海洋プラスチック問題の解決に向けた 環境省の取組について」 
https://www.env.go.jp/water/marirne_litter/mpl1-d3-1.pdf (2020.01.10 accessed) 
 
ソニー・ウォークマンは、ソニー株式会社の商標です。 
アップル・iPod・Macintosh は、Apple Inc.の商標です。 
リコー・IMAGIO は、株式会社リコーの商標です。 
キヤノン・CLC-1 は、キヤノン株式会社の商標です。 
KLM は、KLM オランダ航空の商標です。 
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Appendix 
 
■ 印刷産業の出荷額（長期） 
図 A1 は、1960 年代以降の長期に渡る日本の印刷産業の出荷額の変化を示す。ここで、
印刷産業は、オフセット印刷 *業（紙に対するもの）、オフセット印刷以外の印刷業（紙に
対するもの）、紙以外の印刷業で構成される。すなわち紙及び紙以外の印刷媒体に対する
印刷物の出荷額を示している。日本の印刷産業の出荷額は、高度成長期にあたる 1960 年代
以降に急速に増加した。その後 1990 年代のバブル崩壊、更に 2008 年のリーマンショック
を受けて、印刷産業の出荷額は縮小している傾向がみられる。 
*) オフセット印刷は版を使用した印刷方式の一つである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 複写機製造業・オフセット印刷業の出荷額（10 年） 
図 A2 は複写機製造業、図 A3 はオフセット印刷業（紙に対するもの）の 10 年間の出荷
額の変化を示す。複写機製造業とオフセット印刷業はともに縮小傾向は見られるが、両者
とも縮小の速度は緩やかになってきており、現在もペーパーレス化は実現していない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）日本印刷産業連合会ウェブページ情報  
（経済産業省 工業統計  産業編より）を筆者が加工  
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図 A1 印刷産業の出荷額（長期） 
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（出所）経済産業省  工業統計  産業編  
のデータから筆者が作成  
図 A2 複写機製造業の出荷額 
図 A3 オフセット印刷業 
     （紙に対するもの）の出荷額 
（出所）経済産業省  工業統計  産業編  
のデータから筆者が作成  
(B 円) (B 円) 
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■ 富士ゼロックスの売上高・営業利益（12 年） 
図 A4 は富士ゼロックスの売上高、図 A5 は営業利益の変化を示す。富士ゼロックスの
売上高は多少の増減は見られるものの概ね横ばいとなっている。一方、営業利益は、12 年
間に渡り増加傾向を示している。なお、2017 年度の営業利益が少ない理由は構造改革費用
等の一時費用 70B 円が計上されたことによる。 
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（出所）富士フイルム  有価証券報告書  
図 A4 富士ゼロックスの売上高 (B 円) 
（出所）富士フイルム  有価証券報告書  
(B 円) 図 A5 富士ゼロックスの営業利益 
2019 年度は予測（2019 年 11 月 12 日時点）  2019 年度は予測（2019 年 11 月 12 日時点）  
